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農水産一次産品　450

加工食品　115

菓子　31

麺類　37

酒類　18

工業製品　235

温泉　46

その他　20

※平成22年8月6日　特許庁商標課

「地域団体商標の出願状況について」より作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

===============================================================

―　地域の食産業の活性化をめざし　“食のプロ”を育成する　―

宮崎県都城市にて　『フードビジネス・コーディネーター養成講座』をスタート

===============================================================
　“フードビジネスのプロを育てる”ジャパンフードコーディネーター･スクール（以下JFCS）はこのほど、宮崎県都城市にて、食分野に特化した人材の育成を開始いたしました。
　本プロジェクトは「厚生労働省地域雇用創造推進事業」の一環として「都城地域雇用創造協議会」の主催により受講者の就業・創業に向けたスキルアップを手助けするものです。
JFCSは設立以来19年間に渡って培ってきたフードビジネスのノウハウをもとに、同市の農畜産業や食産業の活性化をめざして、地域資源を活用できる人材を育てるためのカリキュラムを用意し、中長期的な視点で地域活性に寄与する人材を育成します。
■資料････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・
近年、地域活性化の手法として、「地域独自
の食文化のPR」や「地域ブランド品の開発・
販売」、「地域資源を活用したメニューの開発」
に注目が集まっています。2006年にスタート
した「地域団体商標制度」においても、2010年
7月末時点での出願件数952件のうち約7割を
食品類が占めています（参考グラフ）。
しかし、こうした流れが地域における新たな
雇用創出の場となる一方、人材のミスマッチ
（専門知識や開発、ＰＲのノウハウ不足など）に悩む声も聞かれます。
国土交通省、農林水産省ほかによる「食文化を核とした観光的な魅力度向上による地域活性化調査」（平成18年3月発表・平成17年度国土施策創発調査）でも、「食と観光の連携による活性化方策の検討手順」として、体制を充実させるためには「プロデュースあるいはコーディネートできる人材を育てることがポイント」と指摘されています。
■フードビジネス・コーディネーター養成講座」概要･････････････････････････････････････････････････････････
対象者：都城市・三股町の求職者、転職希望者及び在職者でスキルアップを目指す方（学生対象外）。
講座開始：平成22年9月2日（木）より。

カリキュラム：2講座開講。養成科（JFCS認定資格取得カリキュラム）114時間、基礎クラス22時間。
第一線で活躍するベテラン講師陣から、業界のトレンド、商品開発の手法やプレゼンテーション法などを学びます。
■本リリースへのお問い合わせ先･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････
株式会社JFCS　担当：●●　　TEL：03-6914-9062／FAX：03-6914-9902／E-Mail：info@jfcs.co.jp

〒104-0032　東京都中央区八丁堀3-17-6　群成舎ビル4F
■お申し込みは下記にご記入の上、ＦＡＸ　０３-５２１５-５７５６ （ ㈱ JFCS ）まで 

	貴社名・貴媒体名
	
	ご氏名
	　

	ＴＥＬ
	　
	E-mail
	　

	□都城「フードビジネス・コーディネーター養成講座」について取材したい　　　□JFCSを取材したい　　　□JFCSの卒業生を取材したい
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